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                              府監委発第２０号 

令和３年７月２１日 

 

府 中 町 長 様 

 

府中町監査委員  土 井 精 二     

同        力 山  彰      

 

府中町職員措置請求に係る監査結果について（勧告） 

 

 令和３年５月２８日、（     省  略     ）から、別紙写のとおり地方自治法第

２４２条第１項の規定に基づく措置請求（以下「本件措置請求」という。）があり、監査を行っ

た結果、請求の一部に理由があると認められるので必要な措置を講じられるよう、次のとおり勧

告します。 

 

 

第１ 請求の要旨 

令和３年５月２８日付けで提出のあった府中町職員措置請求書及び同年６月４日付けで提出

のあった補正書に記載された内容は、以下のとおりである。 

 

１ 府中町職員措置請求書 

（1） 固定資産税について 

府中町は宗教法人多家神社（以下「多家神社」という。）の所有地を借上げ、えの宮公

園及び埃宮遊園地（以下「えの宮公園等」という。）並びに総社跡児童遊園として利用し、

使用料を多家神社に支払っているが、この借上げ地に対しては固定資産税が賦課されてな

いといけないにも関わらず賦課徴収がされていなかったと判断される。 

過去に遡り、適切な課税がされるよう請求する。 

（2） えの宮公園等の土地賃貸借契約について 

府中町は、えの宮公園等として２，２２６．４１㎡、総社跡児童遊園として１，５８７．６９

㎡を借上げ、固定資産税額の２倍の賃貸借料を支払っている。 

ア えの宮公園等として借上げた敷地の中に、多家神社所有の狛犬、水害記念碑、燈籠寄

付者名簿碑がある。これらは、公園としてはその目的にそぐわないものであり、これら

の敷地に対して使用料を支払うことは、いわば他人が使用している土地に使用料を支払

っているようなものであり、違法である。 

イ 多家神社の裏参道を挟んだ飛び地（以下「三角地」という。）も公園として使用料を

支払っているが、道路を挟んだ向こう側を借りる必要性に疑問がある。間に道路がある

ため一体としての利用は困難であり、子どもが行ったり来たりすることは危険がある。

神社側の土地だけで十分な広さを有していると思われる。この土地は、利用価値の少な

い多家神社の土地にわざわざ使用料を払っているとしか思えず、公費の無駄と考えるの

で、速やかに賃貸借契約の解除を請求する。 
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なお、契約が解除された後は、適切な課税を継続されるよう要望する。 

ウ えの宮公園等の東側階段より奥の傾斜地に繋がる部分については、多くが苔むして、

幹回りが３ｍはあろうかと思われる大木があり、高木が１０本ある。これらの木は多家

神社のものであり、これらの木がある部分を公園として借上げる必要があるのか疑問が

ある。府中町は、町の公園等維持管理に委託料として、年１４，２４７，６８６円を支

払うこととしているが、高木の剪定には多額の費用がかかる。これらの高木がある土地

を借上げ、管理費用を支出することは町費の無駄になる。この部分の土地の借上げの見

直しを請求する。 

また、公園等維持管理業務の中で、多家神社敷地内の樹木等の剪定がされたことがな

いか調査願いたい。 

エ 町から提供されたえの宮公園等と総社跡児童遊園の縮尺２５０分の１の図面（資料４、

資料５）を確認すると、えの宮公園等の敷地が２，２２６．４１㎡あると思われない。 

ア～ウまで請求した内容を踏まえ、賃貸借契約を見直し、再度の測量を請求する。借

上げ面積が違っているとするとこれまで支払ってきた賃貸借料の根拠がなくなる。 

（3） 事実証明書として資料の提出があった。 

・資料１ ２０２１年３月８日付け「町内会の運営に関する要望書」 

・資料２ 令和３年４月２２日付け「町内会の運営に関する要望書について（回答）」 

・資料３ 令和３年２月１日締結「土地賃貸借契約書」（えの宮公園等１ページ目） 

・資料４ 図面（えの宮公園等） 

・資料５ 図面（総社跡児童遊園） 

・写真（えの宮公園等）： 狛犬、水害記念碑、三角地、東側階段より奥の傾斜地に繋が

る部分、樹木等６点 

 

２ 補正書 

（1） 固定資産税について 

遡及可能な過去に遡り、適切な課税がされるべき地方税法の根拠規定を追加で記載 

（2） えの宮公園等の土地賃貸借契約について 

不当な契約である旨の再説明 

（3） 上記（1）及び（2）が特定の宗教団体に利益を供与する目的でなされたものであれば、

憲法第２０条及び憲法第８９条に抵触し、違法である旨追記 

（4） 事実証明書として資料の提出があった。 

・令和３年２月１日締結「土地賃貸借契約書」（えの宮公園等２ページ目） 

・令和３年２月１日締結「土地賃貸借契約書」（総社跡児童遊園） 

・平成３１年３月２９日締結「変更契約書」（えの宮公園等） 

・平成３１年３月２９日締結「変更契約書」（総社跡児童遊園） 

・平成３年３月２６日付け起案文書「総社跡地に係る土地賃貸借契約の締結について（伺

い）」 

・昭和６２年５月２２日付け起案文書「府中町えの宮都市公園用地及び府中町遊園地用地

に係る賃貸借契約の締結について（伺）」 

・昭和６２年６月８日締結「土地賃貸借契約書」（えの宮公園等） 
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・令和３年５月２９日付け府中町報道資料「固定資産税及び都市計画税の課税誤りについ

て」 

 

 

第２ 請求の受理 

本件措置請求は、地方自治法第２４２条第１項の所定の要件を具備するものと認め、令和３

年６月７日に、同年５月２８日付けで受理することを決定した。 

 

 

第３ 監査の実施 

１ 請求人による証拠の提出及び陳述 

地方自治法第２４２条第７項の規定に基づき、令和３年６月１６日に請求人に対し証拠の

提出及び陳述の機会を設けたところ、請求人から新たな証拠として次の書類の提出があった。 

・令和２年４月１日締結「業務委託契約書」及び「仕様書」（令和２年度町内都市公園等

維持管理委託業務） 

・令和３年５月２９日付け「中国新聞」（神社所有地に課税漏れ） 

・図面４点（えの宮公園等） 

請求人は以下の点について陳述した。 

（1） 請求の経緯 

請求人は平成３１年４月から青崎東町内会の役員をしていたが、町内会連合会から、各

町内会に対して、１世帯当たり１００円の神社への寄付、及び護国神社に対して３，０００

円の寄付を求められることに疑問をもち、補助金を交付している府中町に対し、令和２年

５月７日、質問書を提出した。 

これに対しては、町は「佐賀地方裁判所平成１４年４月１２日付け判例」を同封し、町

内会の運営に関し指導等を行う立場にない旨回答があった。 

この裁判例には、町内会の一般会計から特定宗教関係費への支出は信教の自由ないし信

仰の自由を侵害し違法であると記載されているので、６月２４日に「府中町のほとんどの

町内会は少なくとも平成１４年に判例が確定した以降は違法な運用を行っており、それを

知りながら何の対処も行わず町内会に補助金を交付することは問題である。」と質問書を

提出したが、これに対しても何の対応も行わないとの回答であった。 

町の消極的な対応に、町と神社の癒着に疑いを持ち、１０月に情報開示請求を行った。 

この時に、町が多家神社からえの宮公園等として２，２２６．４１㎡、総社跡児童遊園

として１，５８７．６９㎡を借受け、賃貸借料を支払っていることを知り、これらの土地

には固定資産税が賦課されていないのではないかと質問したが、個人の税情報は情報開示

の対象ではないとのことであった。 

賃貸借料を固定資産税の改定に合わせその額を基準とするとしていることから、固定資

産税が賦課されていないのではないかと判断した。 

また、えの宮公園等はその面積ほど広くない印象を受け、どの区画が公園なのかとの疑

問を持った。 

そして、町内会に対する要望書を今年３月８日に提出し、５月に再度の情報開示請求を
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行った。 

この情報開示により、公園敷地として借受けている土地に神社の狛犬、水害記念碑、燈

籠寄付者名簿碑があることが分かり、これらの頑強な工作物があると公園として使用でき

ず、使用料を支払う前提が崩れる。 

えの宮公園等と総社跡児童遊園の同縮尺の図面を比較し、はたして、えの宮公園等は

２，２２６．４１㎡もあるのかと疑問を持った。 

（2） 請求内容について 

固定資産税は、あくまでも地方税法に則り、可能な範囲で遡及して賦課すべきであること。 

税と土地の賃貸借契約は別物であり、町に契約上の損害賠償責任が生じた場合は、議会

に諮った上で支払うべきこと。 

賃貸借契約の借上げ面積に疑問があり、これが異なると賃借料にも影響するし、さらに

固定資産税にも影響がでること。 

使用料を支払うに値しない、狛犬の敷地、三角地、高木が林立する公園の傾斜地などを

賃貸借することは、適切な契約とは思えないこと。 

府中町が今年５月２９日付けで報道機関に公表した資料によると、再発防止について「現

在でも行っている非課税の適用開始時における調査に加えて、毎年、固定資産税の状況や

権利関係の確認を行い、より的確な課税・非課税の認定を行ってまいります。」とあるが、

まさに今、調査、確認が必要であること。 

町は公園等維持管理業務をシルバー人材センターに委託し、委託料１４，２４７，６８６

円を支払うこととしているが、今回の開示請求では今年度の契約と限定したため、契約書

と大雑把な仕様書しか確認できなかったので、適切な業務委託が行われているか監査して

ほしいこと。 

 

２ 府中町長の意見書の提出及び陳述 

府中町長に対し、意見書及び関係書類の提出を求めたところ、令和３年７月１３日付けで

意見書が提出された。意見書の内容及び財務部税務課、建設部維持管理課の関係職員からの

聴取の結果は以下のとおりである。 

（1） 府中町の意見 

請求人の主張は、いずれも否認する。 

（2） 理由 

ア 固定資産税の遡及課税について 

えの宮公園等、総社跡児童遊園に係る土地について、課税していなかったことは、違

法であった。 

そのため、令和３年度からは本件土地に対して課税を行った。 

契約当初から非課税を前提とした契約を締結していると考えられ、仮に、遡って固定

資産税及び都市計画税を課税した場合、先方に対して課税相当額を町が負担することと

なる。町としては、現状において課税しなかったことによる収入減という不利益はある

が、課税相当額分の賃借料の負担が抑えられたという利益もあり、結果的に利益と不利

益が相殺されており、遡及課税しないこととした。 

平成１３年以降に締結した府中町と多家神社の変更契約書には「土地の賃貸借料は、



 

 5

固定資産税相当額以下で行う。」とあり、固定資産税を課されないことが前提であるよ

うに読み取ることができる。実際に、固定資産税を課されるのであれば、賃貸借料が固

定資産税額を上回らない限り、貸主である多家神社は金銭的にはマイナスとなり、固定

資産税が課されることが前提とは考えにくい。善意で貸していただいている公園用地に

対して、毎年金銭的に損害がでることが前提の金額での賃貸借契約は現実的ではないた

め、固定資産税が課されないことが前提の賃貸借契約であると考える。 

遡及課税しないことは、町に損害を与えておらず、不当に公金の賦課徴収を怠るもの

ではない。 

イ えの宮公園等の土地賃貸借契約について 

えの宮公園等は町民の憩いの場として設けているもので、都市公園法第２条第１項に

基づく都市公園の部分とその北東の三角地の遊園地の部分がある。設置根拠は、都市公

園部分は府中町都市公園条例、遊園地部分は府中町遊園地設置及び管理条例である。 

多家神社所有の狛犬、燈籠寄付者名簿碑、府中町所有の水害記念碑は、昭和４２年の

当初契約時から設置されていたものである。いずれも石なので通常の管理は不要。 

水害記念碑、燈籠寄付者名簿碑は、都市公園法第２条第２項第６号の教養施設として

設置している。 

都市公園法施行令第５条第１項の都市公園に設けられる修景施設について、国土交通

省都市局緑地・景観課監修の「都市公園法解説」によれば、彫像、燈籠、石組、飛石そ

の他これらに類するものとあり、彫像のうち、鳥獣等を模したものなら問題ないとある。

狛犬はこれに該当する。 

相場より極めて低い価額で借用しているため、狛犬、燈籠寄付者名簿碑を公園から除

いても直ちに賃借料に影響せず、財政的なメリットがない。昭和４２年の公園設置以後

５０年以上にわたり、管理上の支障は生じていない。 

三角地と言われる部分は、昭和４２年９月２９日に議決を受けた「府中町遊園地及び

管理条例」で町民の憩いの場とすることが定められている。このことから借地している

ものである。現在、ベンチを置き、憩いの場として使用している。 

平成３０年７月豪雨の際には、災害復旧機材の一時保管場所として使用されるなど災

害応急対策施設や避難地、避難路としての機能を有している。 

東側階段より奥の傾斜地に繋がる部分の土地の借上げも、緑地景観を利用した憩いの

場としてである。当該地に存在する高木（１０本）の所有者は多家神社であるが、都市

公園法第２条第２項第２号の修景施設として意味がある。高木の維持管理については、

伐採等の必要が生じた場合は専門業者に発注している。 

その他の樹木の維持管理は、町内の他の公園と一括してシルバー人材センターへ業務

委託している。 

えの宮公園等の借地の面積は、当該借地を実測した「地積測量図」による面積で、

２，２２６．４１㎡である。 

当該地積測量図は、土地家屋調査士等の記名がないため、町が作成したものと考えて

いる。 

賃借料については、次のとおりである。 
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えの宮公園等賃借料の年度別推移                  （千円） 

年  度 賃借料（年額） 備     考 

昭和４２年～６２年 ２４０～４５０ ４２年地上権設定契約 

昭和６２年  土地賃貸借契約に切り替え 

昭和６３年～平成６年 ５００～５５０ 固定資産税評価替えの改定率を準用 

平成７年～１２年 ６１６～６８９ 過去の賃借料及び消費者物価指数等

を参考とし、４年ごとに１２％の改定 

平成１３年～１５年 １，７８４ 固定資産税相当額以下 

平成１６年～１８年 １，５６６  

平成１９年～２１年 １，３３０  

平成２２年～２４年 １，２００  

平成２５年～２７年 １，１４３  

平成２８年～３０年 １，１８２  

令和元年、２年 １，２４１  

令和３年２月  原契約を解除し、３年度から新たな土

地賃貸借契約を締結 

令和３年～ ２，４３９ 固定資産税と都市計画税の２倍の額 

ウ 総社跡児童遊園の土地賃貸借契約について 

総社跡児童遊園の借地の面積は登記簿による面積で、１，５８７．６９㎡である。 

賃借料については、次のとおりである。 

総社跡児童遊園賃借料の年度別推移                 （千円） 

年  度 賃借料（年額） 備     考 

昭和３９年～平成２年 ２４０～５００ 昭和３９年６月賃貸借権設定契約 

平成 元 年  土地賃貸借契約締結、府中町児童遊園

地 

平成３年～６年 １，５００ 資産税評価替えの改定率を準用 

平成７年～１０年 １，６８０ 過去の賃借料及び消費者物価指数等

を参考とし、４年ごとに１２％の改定 

平成１１年、１２年 １，８８１ 固定資産税相当額以下 

平成１３年～１５年 １，４４７  

平成１６年～１８年 １，３９５  

平成１９年～２１年 １，１６４  

平成２２年～２４年 １，０４９  

平成２５年～２７年 ９５９  

平成２８年～３０年 ９３３  

令和元年、２年 １，０４９  

令和３年２月  原契約を解除し、３年度から新たな土

地賃貸借契約を締結 

令和３年～ ２，０１０ 固定資産税と都市計画税の２倍の額 
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３ 監査対象事項 

（1） えの宮公園等、総社跡児童遊園にかかる固定資産税、都市計画税を遡及徴収しないこと

は、違法又は不当に公金の賦課徴収を怠る事実に該当するか。 

（2） えの宮公園等の土地賃貸借について、 

・多家神社所有の狛犬、水害記念碑、燈籠寄付者名簿碑のある敷地について、使用料を払

うこと 

・三角地を借りること 

・東側階段より奥の傾斜地に繋がる部分を借りることが違法又は不当な契約の締結に該当

するか。 

（3） えの宮公園等に係る公園等維持管理委託契約が違法又は不当な契約の締結に該当するか。 

（4） 総社跡児童遊園の土地賃貸借について違法又は不当な契約の締結に該当するか。 

なお、請求人から、多家神社敷地内の樹木等の剪定の実施者の調査依頼があったが、神社

のボランティアグループの実施と確認したため監査対象として取り上げない。 

 

 

第４ 監査の結果 

１ 事実関係の確認 

請求人から提出された府中町職員措置請求書及び事実を証する書類、府中町長から提出さ

れた意見書及び関係書類並びに府中町の関係職員への調査により、以下の点について確認し

た。 

（1） 固定資産税等について 

多家神社の境内地は、境内地として使用されている限りは、地方税法第３４８条第２項

の規定により固定資産税等は非課税である。 

境内地の一部を公園用地として町へ貸し付ける場合も無償であれば公共の用に供する固

定資産として非課税であるが、有償の場合は町税条例により課税すべきところ、非課税と

してきたことが、令和２年秋、契約更新の準備をする中で判明した。 

府中町は令和３年５月２９日付け報道資料を出し、えの宮公園等、総社跡児童遊園に係

る固定資産税及び都市計画税の課税誤りを認めている。令和２年度の非課税相当額は対象

２か所合計で２，６１８，４４０円としている。 

固定資産税は賦課期日である１月１日に固定資産を所有する者に賦課されるもので、地

方税法第１７条の５第５項により、法定納期限の翌日から起算して５年を経過した日以後

においては賦課決定をすることができないと定められているが、府中町長は、令和２年度

分以前については、契約当初から非課税を前提として減額した賃借料により契約を締結し

ていたため、遡っての課税は行わないとしている。 

令和３年２月１日付け「土地賃貸借契約に関する合意書」により、原契約を解除するこ

と、えの宮公園等の土地について、町と多家神社の間に債権債務の存在しないことを相互

に確認している。 

また、課税を前提とした賃借料の見直しが必要であるため、令和３年度は賃借料を課税

額分増額し、土地賃貸借契約を締結している。 

（2） えの宮公園等の土地賃貸借契約について 
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昭和４２年の「府中町遊園地設置及び管理条例」を審議した町議会議事録から、えの宮

公園等として町が借り受けている土地は、昭和１５年に多家神社の奉賛会が買収し、神社

の所有となったものとされている。 

えの宮公園等は、同条例に基づき埃宮遊園地となったが、その後、昭和４４年制定の「府

中町公園条例」により、三角地を除く部分が都市公園法に基づく都市公園（えの宮公園）

となった。 

平成１３年度から賃借料を固定資産税相当額以下としているが、公園の担当課が税務課

へ固定資産税額を照会する際、宮の町３丁目甲２８８０－１ ２，０２１．１９㎡として

おり、三角地の部分が入っていない。この状態は、平成２７年まで続いたものと思われる。 

・公園の面積は三角地部分を合わせて２，２２６．４１㎡である。 

 

２ 判断 

（1） 固定資産税について 

本件は、固定資産税の遡及賦課という公法上の問題を、土地賃貸借という私法上の関係

を理由に斟酌できるのかということであるが、租税法は、一般に、法的安定性の要請が強

く働くから、その解釈は原理原則として文理解釈によるべきであり、みだりに拡張解釈や

類推解釈を行うことは許されないとされており、不動産取得税課税処分取消請求事件判決

（最二小判昭４８．１１．１６民集２７巻１０号１３３３頁）やホステス報酬計算期間事

件判決（最三小判平２２．３．２民集６４巻２号４２０頁）でも租税法規はみだりに拡張

解釈や既定の文言を離れて解釈すべきものでないとされている。 

一方で、損害賠償請求事件判決（最三小判平６．１２．２０民集４８巻８号１６７６頁）

は、市民の利用に供する体育施設用地を所有者から借り受けた上、公用又は公共の用に供

する固定資産に当たるとして固定資産税を賦課しなかった事例について、「住民訴訟にお

いて住民が代位行使する損害賠償請求権は、民法その他の私法上の損害賠償請求権と異な

るところはないというべきであるから、損害の有無、その額については、損益相殺の法理

が適用になり、市が被った損害と得た利益との間に相当因果関係が認められる限りは、損

益相殺を行うことができる」として、市が非課税措置を採ったことによる損害はなかった

と判示した例がある。府中町が固定資産税等を遡及課税しないとしたことは、現実的な対

処方法として理由がある。 

また、２月に土地賃貸借契約に係る債権債務の不存在を相互に確認しておきながら、税額

が賃貸借料に反映される固定資産税等を遡及課税することは、信義則に反する恐れもある。 

（2） えの宮公園等の土地賃貸借について 

公園の面積については、過去に実測されたもので、課税台帳とも整合している。 

三角地部分の借用、東側階段より奥の傾斜地に繋がる部分の借用、借用地に高木を含む

ことは、予算審議を経た土地賃貸借契約に基づいている。また、設置管理条例を通じて議

会の審査も受けており、町長の裁量権の範囲と考える。 

水害記念碑については、町の所有であり、都市公園の教養施設と認められるが、狛犬、

燈籠寄付者名簿碑については、宗教施設と考えざるを得ず、都市公園法上の公園施設であ

るためには、宗教上の建造物でないことを要するとされている。 

砂川政教分離（空知太神社）訴訟上告審判決（最大判平２２．１．２０民集６４巻１号
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１頁）では、「国公有地が無償で宗教的施設の敷地としての用に供されている状態が、信

教の自由の確保という制度の根本目的との関係で相当とされる限度を超えて憲法第８９条

に違反するか否かを判断するに当たっては、当該宗教的施設の性格、当該土地が無償で当

該施設の敷地としての用に供されるに至った経緯、当該無償提供の様態、これらに対する

一般人の評価等、諸般事情を考慮し、社会通念に照らして総合的に判断すべき」とされて

いる。 

狛犬等については、これらのある土地を町が積極的に有償で借り入れている状態であり、

一般人の目から見て、町が特定の宗教に対して特別の便益を提供し、これを援助している

と評価されてもやむを得ないことから、適切でないと考える。 

狛犬等を除いても低廉であるため賃貸借料への影響は少ないという町の主張も、宗教法

人が行う住宅地の貸付が不動産貸付業に該当するかどうかという法人税の低廉貸付の判定

基準が固定資産税等の合計額の３倍以下とされているのを念頭にしていると思われるが、

今年度から固定資産税等額の２倍としているので影響は少ないとは言えない。 

（3） えの宮公園等に係る公園等維持管理委託契約について 

シルバー人材センターとの公園等維持管理委託契約について、シルバー人材センターか

らの作業内容報告書で実施状況を確認した結果、適正に行われていた。 

（4） 総社跡児童遊園に係る土地賃貸借契約について 

公園の面積については、登記簿による面積で誤りはなかった。予算審議を経た土地賃貸

借契約に基づいており、設置管理条例を通じて議会の審査も受けており、町長の裁量権の

範囲と考える。 

 

３ 結論 

以上のとおり、請求人の主張のうち固定資産税の遡及課税、宗教施設を含む土地の借上げ

を除くえの宮公園等及び総社跡児童遊園の土地賃貸借契約、公園等維持管理契約については、

理由がないことから、これを棄却する。 

宗教施設を含む土地の借上げについては、次のとおり勧告する。 

 

 

第５ 勧告 

本件措置請求における請求人の主張には、一部理由があるものと判断し、地方自治法第２４２

条第５項の規定に基づき、府中町長に次のとおり勧告する。 

宗教施設である狛犬及び燈籠寄付者名簿碑を有償で借用しないこと。 

なお、本勧告に対する措置の期限は、令和４年１月３１日とし、地方自治法第２４２条第９

項の規定に基づき、措置期限までに講じた措置の状況について、同年２月７日までに監査委員

に通知されたい。 

 

 

第６ 意見 

（1） 固定資産税について、起案の添付資料などから、平成２４年には公園借地が有償の場合

は課税可能であることを了知していたことが窺われる。 
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また、平成１８年の都市計画税導入時にも、固定資産税非課税の扱いや、公園内の宗教

施設について見直す機会があったものと思われるが、検討されないまま今日に至ったもの

と考えられる。 

町においては、関係部署の連携の強化とともに、課題の先送り体質の払拭と事務体制の

一層の充実強化に向け、実効性のある取組みを行い、適正・公平な行政の執行に努めてい

ただきたい。 

（2） 特に税務行政については、町民から高い信頼性が求められているところであるので、今

後は、法令順守に万全を期していただきたい。 


